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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第41期
第３四半期
連結累計期間

第42期
第３四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自　平成26年５月１日
至　平成27年１月31日

自　平成27年５月１日
至　平成28年１月31日

自　平成26年５月１日
至　平成27年４月30日

売上高 （千円） 9,192,644 12,049,252 13,363,663

経常利益又は経常損失（△） （千円） △23,144 704,388 514,718

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益又は親会社株
主に帰属する四半期純損失
（△）

（千円） △18,983 408,540 311,835

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △17,714 402,874 316,822

純資産額 （千円） 6,403,485 6,930,764 6,738,023

総資産額 （千円） 9,772,725 11,049,251 10,295,777

１株当たり四半期（当期）純
利益金額又は四半期純損失金
額（△）

（円） △3.25 70.02 53.44

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.5 62.7 65.4
 

 

回次
第41期
第３四半期
連結会計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年11月１日
至　平成27年１月31日

自　平成27年11月１日
至　平成28年１月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） △6.28 10.91

 

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）」としております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　　　平成27年５月　YA-MAN U.S.A Ltd.　に出資

　YA-MAN U.S.A Ltd.を新たな連結子会社に含めたことにより、平成28年１月31日現在において、当社グループは、当

社及び連結子会社２社の計３社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間(自　平成27年５月１日　至　平成28年１月31日）におけるわが国経済は、緩やかな

回復基調にあったものの、中国をはじめとするアジア新興国の経済成長の減速や原油価格の下落に対する警戒感な

どから、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の下、当社グループは、コスト削減や在庫圧縮などの足元の体質強化に努めながら、海外展開や

ブランドイメージの向上にも積極的に取り組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は12,049,252千円（前年同四半期比31.1％増）、経常利益

は704,388千円（前年同四半期は23,144千円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は408,540千円（前年同

四半期は18,983千円の損失）となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　通販部門

通販部門では、テレビによる通信販売業者を経由した個人顧客への販売、カタログ通販会社向けの販売、イン

ターネット専売業者向けの販売を行っております。

当第３四半期連結累計期間では、ショッピング専門チャンネル向け、地上波通販会社向け、カタログ通販会社向

けのいずれも堅調であったものの、前年同四半期には及ばず、売上高は3,574,708千円（前年同四半期比8.3％

減）、セグメント利益は1,076,059千円（前年同四半期比18.8％減）となりました。

 

②　店販部門

店販部門では、家電量販店、大手百貨店、バラエティショップ等への販売を行っております。

当第３四半期連結累計期間では、大手家電量販店向け卸売事業において大型の新規導入を獲得したことや、好調

なインバウンド需要に下支えされたことなどにより、売上高は3,013,095千円（前年同四半期比32.6％増）、セグ

メント利益は886,225千円（前年同四半期比65.8％増）となりました。
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③　直販部門

直販部門では、インフォマーシャルや雑誌、新聞、Web等を用いた個人顧客への販売を行っております。

当第３四半期連結累計期間では、インフォマーシャルや各種媒体広告について、売上に対する効果を重視しつ

つ、一定の金額を投下する方針を継続した結果、売上高は4,990,234千円（前年同四半期比87.0％増）、セグメン

ト利益は1,248,949千円（前年同四半期比1,438.4％増）となりました。

 

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べ753,473千円増加し、11,049,251千円と

なりました。現金及び預金の増加1,729,464千円、受取手形及び売掛金の減少620,032千円、商品及び製品の減少

532,307千円が主な要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ560,732千円増加し、4,118,486千円となりました。１年以内返済予定の長期借

入金の増加139,819千円、支払手形及び買掛金の減少93,981千円、長期借入金の増加523,930千円が主な要因であり

ます。

純資産は、前連結会計年度末に比べ192,741千円増加し、6,930,764千円となりました。親会社株主に帰属する四

半期純利益の計上408,540千円及び剰余金の配当210,050千円による利益剰余金の増加198,489千円が主な要因であ

ります。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上対処すべき課題について、重要な変更及

び新たな発生はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、87,411千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,555,552

計 19,555,552
 

 

②【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年３月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,834,888 5,834,888
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 5,834,888 5,834,888 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年１月31日 － 5,834,888 － 1,813,796 － 1,313,795
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,833,000 58,330 －

単元未満株式 普通株式 1,788 － －

発行済株式総数  5,834,888 － －

総株主の議決権 － 58,330 －
 

（注）当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成27年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

②【自己株式等】

平成28年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

ヤーマン株式会社
東京都江東区古石場
一丁目４番４号

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年11月１日から平成

28年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年５月１日から平成28年１月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,740,339 5,469,803

  受取手形及び売掛金 2,139,938 ※  1,519,906

  有価証券 50,157 50,177

  商品及び製品 2,447,462 1,915,155

  仕掛品 88,203 94,677

  原材料及び貯蔵品 235,779 234,753

  その他 727,551 905,323

  貸倒引当金 △3,899 △5,394

  流動資産合計 9,425,534 10,184,403

 固定資産   

  有形固定資産 500,686 533,597

  無形固定資産 212,017 176,334

  投資その他の資産 157,539 154,915

  固定資産合計 870,243 864,847

 資産合計 10,295,777 11,049,251

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,185,712 ※  1,091,731

  1年内返済予定の長期借入金 344,140 483,960

  未払金 769,844 821,978

  未払法人税等 205,446 208,804

  賞与引当金 23,950 15,585

  返品調整引当金 128,293 92,704

  その他 197,235 182,885

  流動負債合計 2,854,622 2,897,648

 固定負債   

  長期借入金 690,742 1,214,672

  その他 12,389 6,166

  固定負債合計 703,131 1,220,838

 負債合計 3,557,754 4,118,486

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,813,796 1,813,796

  資本剰余金 1,313,795 1,313,795

  利益剰余金 3,603,021 3,801,511

  自己株式 △140 △223

  株主資本合計 6,730,472 6,928,879

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,550 2,936

  為替換算調整勘定 － △1,051

  その他の包括利益累計額合計 7,550 1,885

 純資産合計 6,738,023 6,930,764

負債純資産合計 10,295,777 11,049,251
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
　至 平成28年１月31日)

売上高 9,192,644 12,049,252

売上原価 4,118,389 5,118,167

売上総利益 5,074,254 6,931,084

返品調整引当金戻入額 126,129 128,293

返品調整引当金繰入額 84,728 92,704

差引売上総利益 5,115,655 6,966,673

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 2,050,354 2,852,075

 貸倒引当金繰入額 1,889 1,495

 給料及び手当 428,896 452,429

 賞与引当金繰入額 11,975 15,585

 減価償却費 73,583 63,944

 研究開発費 69,860 87,411

 その他 2,391,174 2,752,793

 販売費及び一般管理費合計 5,027,734 6,225,734

営業利益 87,921 740,939

営業外収益   

 受取利息 451 547

 受取配当金 250 336

 その他 6,798 7,126

 営業外収益合計 7,501 8,011

営業外費用   

 支払利息 15,865 14,042

 支払保証料 660 661

 為替差損 94,505 16,503

 その他 7,536 13,354

 営業外費用合計 118,568 44,561

経常利益又は経常損失（△） △23,144 704,388

特別損失   

 固定資産除却損 569 12,743

 特別損失合計 569 12,743

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△23,714 691,644

法人税等 △4,731 283,104

四半期純利益又は四半期純損失（△） △18,983 408,540

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

－ －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△18,983 408,540
 

EDINET提出書類

ヤーマン株式会社(E23829)

四半期報告書

 9/17



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
　至 平成28年１月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △18,983 408,540

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,268 △4,614

 為替換算調整勘定 － △1,051

 その他の包括利益合計 1,268 △5,665

四半期包括利益 △17,714 402,874

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △17,714 402,874

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 

当第３四半期連結累計期間

(自　平成27年５月１日　至　平成28年１月31日)

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間より、新たに出資をした YA-MAN U.S.A Ltd. を連結の範囲に含めております。
 

 

 

（会計方針の変更）

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成27年５月１日　至　平成28年１月31日)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務

諸表及び連結財務諸表の組み替えを行っております。
 

 

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第３四半期連結累計期間

(自　平成27年５月１日　至　平成28年１月31日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成27年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年１月31日)

受取手形 －千円 710千円

支払手形 －千円 11,557千円
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
 至 平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
 至 平成28年１月31日)

減価償却費 122,062千円 112,514千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年５月１日 至 平成27年１月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月25日
定時株主総会

普通株式 105,025 18.00 平成26年４月30日 平成26年７月28日 利益剰余金

平成26年12月12日
取締役会

普通株式 105,025 18.00 平成26年10月31日 平成27年１月９日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年５月１日 至 平成28年１月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月24日
定時株主総会

普通株式 105,025 18.00 平成27年４月30日 平成27年７月27日 利益剰余金

平成27年12月14日
取締役会

普通株式 105,025 18.00 平成27年10月31日 平成28年１月８日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年５月１日 至 平成27年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

通販部門 店販部門 直販部門 計

売上高         

外部顧客への売上
高

3,899,168 2,272,590 2,668,086 8,839,845 352,799 9,192,644 － 9,192,644

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － 119,479 119,479 △119,479 －

計 3,899,168 2,272,590 2,668,086 8,839,845 472,279 9,312,124 △119,479 9,192,644

セグメント利益 1,325,080 534,603 81,183 1,940,867 123,764 2,064,632 △1,976,710 87,921
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、先端電子部門、海外戦略部門等を

含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,976,710千円には、セグメント間取引消去27,900千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,004,610千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年５月１日 至 平成28年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

通販部門 店販部門 直販部門 計

売上高         

外部顧客への売上
高

3,574,708 3,013,095 4,990,234 11,578,039 471,212 12,049,252 － 12,049,252

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － 39,303 39,303 △39,303 －

計 3,574,708 3,013,095 4,990,234 11,578,039 510,516 12,088,555 △39,303 12,049,252

セグメント利益 1,076,059 886,225 1,248,949 3,211,234 64,497 3,275,732 △2,534,793 740,939
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、先端電子部門、海外戦略部門等を

含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△2,534,793千円には、セグメント間取引消去23,400千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,558,193千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
 至 平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
 至 平成28年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金
額（△）

△3.25円 70.02円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額
（△）(千円)

△18,983 408,540

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期
純損失金額（△）(千円)

△18,983 408,540

普通株式の期中平均株式数(株) 5,834,736 5,834,734
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

ヤーマン株式会社(E23829)

四半期報告書

14/17



２ 【その他】

平成27年12月14日開催の取締役会において、平成27年10月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり第

42期（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     105,025千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18.00円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　　 平成28年１月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年３月15日

ヤーマン株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   斎   藤   　   昇   印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   篠   﨑   和   博   印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川   村   英   紀   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤーマン株式会

社の平成27年５月１日から平成28年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年11月１日から平成

28年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年５月１日から平成28年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤーマン株式会社及び連結子会社の平成28年１月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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